
 

 

第第 66 節節  農農村村をを⽀⽀ええるる新新たたなな動動ききやや活活⼒⼒のの創創出出  
 

 

「⽥園回帰」による⼈の流れが全国的に広がりつつある中で、本節では、農村における
新たな動きや農村の活⼒の創出に向けた体制・⼈材づくり、棚⽥地域の振興、多⾯的機能
に関する理解の促進等の様々な取組について紹介します。 

 
((11))  地地域域をを⽀⽀ええるる体体制制とと⼈⼈材材づづくくりり  
アア  地地域域づづくくりりにに向向けけたた体体制制整整備備のの進進展展  
((地地域域運運営営組組織織にによよるる地地域域づづくくりりのの取取組組がが進進展展))  

地域課題の解決に取り組む地域運営組織(RMO)1は、公共施設の維持管理といった⾏政
の代⾏事業や地域イベントの運営といった多様な活動を⾏っており、近年、その形成数は
増加しています(図図表表 33--66--11)。 

農林⽔産省は、農林漁業の振興と併せて買
物・⼦育て等の地域のコミュニティの維持に
資するサービスの提供や、地域内外の若者等
の呼び込みを⾏う事業体の形成等を⽀援して
います。 

また、リーダーの世代交代等に関係なく地
域を持続的に⽀えることができる体制を構築
し、地域を維持していくため、中⼭間地域等
直接⽀払制度における地域の集落戦略作成を
推進すること等を通じて、地域運営組織の形
成と地域づくりの取組を推進しています。 

さらに、令和 2(2020)年 5 ⽉から「新しい
農村政策の在り⽅に関する検討会」において、
集落機能の維持・強化に資する地域運営組織
への⽀援等について議論を⾏っており、令和
３(2021)年 6 ⽉までに取りまとめることとし
ています。 

 
 

 

 
1 地域の暮らしを守るため、地域で暮らす⼈々が中⼼となって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域

経営の指針に基づき、地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織のこと(総務省「暮らしを⽀える地域運営組織に関す
る調査研究事業報告書」) 

図表 3-6-1 地域運営組織の形成数 

資料：内閣官房まち・ひと・しごと創⽣本部事務局「⼩さな拠点・
地域運営組織に関する取組状況について」、総務省「令和元
年度地域運営組織の活動状況におけるアンケート調査結
果」、総務省「令和 2 年度地域運営組織の形成及び持続的な
運営に関する調査研究事業報告書」を基に農林⽔産省作成 

 

1,680

3,071

4,177
4,787

5,236
5,783

平成27年
(2015)

28
(2016)

29
(2017)

30
(2018)

令和元
(2019)

2
(2020)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
組織

第6節 農村を支える新たな動きや活力の創出

263

第
3
章



 

 
 

((地地域域づづくくりり⼈⼈材材のの育育成成ののたためめのの仕仕組組みみづづくくりりをを促促進進))  
地域への「⽬配り」をする地⽅⾃治体職員の減少や体制の脆弱化等に対応するため、農

林⽔産省では令和 2(2020）年度において、各地域の実情に応じた地域づくりを⾏うコーデ
ィネーターを育成する研修のカリキュラムを作成したところであり、令和３(2021)年度か
ら主に地⽅公共団体の職員を対象とした⼈材研修を開始することとしています。 

 
((⼈⼈⼝⼝急急減減地地域域特特定定地地域域づづくくりり推推進進法法がが施施⾏⾏))  

⼈⼝急減地域特定地域づくり推進法1が令和２(2020)年６⽉に施⾏されました。これによ
り、地域⼈⼝の急減に直⾯している地域において、地域の様々な事業者が出資し、地域内
外の若者等を雇⽤する事業協同組合を設⽴し、都道府県知事の認定を受けた場合に、労働
者派遣法2の特例や組合の運営等に係る経費について財政上の措置を受けられるようにな
り、令和 2(2020)年度は全国で 5 市町村が特定地域づくり事業推進交付⾦の交付対象とな
りました。地域内で複数の仕事を組み合わせ、年間を通じた雇⽤を創出することにより、
安定的な雇⽤環境や⼀定の所得⽔準の確保が可能となり、地域内外の若者等の定住の増加
や地域経済の活性化につながっていくことが期待されています。 

 
イイ  関関係係⼈⼈⼝⼝のの創創出出・・拡拡⼤⼤やや関関係係のの深深化化をを通通じじたた地地域域のの⽀⽀ええととななるる⼈⼈材材のの裾裾野野のの拡拡⼤⼤  
((関関係係⼈⼈⼝⼝のの増増加加にに向向けけたた取取組組をを実実施施))  

農村の⼈⼝減少の下、地域の社会的・経済的活⼒を維持するため、これからの地域づく
りの担い⼿として「関係⼈⼝」が注⽬されています(図図表表 33--66--22)。 

農林⽔産省は、⻑期的な定住⼈⼝でも短期的な交流⼈⼝でもない、地域や地域の⼈々と

 
1 正式名称は「地域⼈⼝の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」 
2 正式名称は「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律」 

 
⾼知県三原村

み は ら む ら
は、⼈⼝減少や⾼齢化により、地域活動の担い⼿不⾜、

買い物や移動⼿段といった⽣活⾯での不安等の様々な課題に直⾯し
ています。このため、平成 28(2016)年度に、住⺠が主体となって、
地域運営組織、⼀般社団法⼈三原村集落活動

みはらむらしゅうらくかつどう
センターやまびこ(以下

「やまびこ」という。)を設⽴し、村内の 14 地区それぞれの課題やニ
ーズに応じ、⽣活、福祉、産業といった活動に取り組んでいます。 

やまびこには活動内容に応じて六つの部署が設置されています。例
えば、⽣産部では、ししとうやブランド⽶「⽔源のしずく」の栽培を
⾏っており、店舗部が運営するレストランで提供されているほか、特
産品販売促進部によって加⼯・販売されています。 

やまびこの職員は「以前は村⺠が⼀体となって話し合う機会が少な
く、村の将来に悲観的な声もあったが、やまびこを設⽴したことで村
内 14 地区の多様な住⺠が集まる場が⽣まれ、質的にも量的にも地域
づくりの取組を向上させることができた。住⺠の意識も前向きになっ
た。」と話しています。今後は、広報誌等による住⺠への情報発信を
続け、更に村⺠が⼀体となって活動を継続していく予定です。 

地地域域運運営営組組織織にによよるる共共同同作作業業  
資料：⼀般社団法⼈三原村集落活動セ 

ンターやまびこ 

 

((事事例例))  地地域域運運営営組組織織にによよっってて地地域域のの課課題題ややニニーーズズにに総総合合的的にに対対応応((⾼⾼知知県県))  
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継続的に多様な形で関わる「関係⼈⼝」の増加に向けて、農⼭漁村と都市の交流を契機と
して農⼭漁村地域に関⼼を持ってもらうため、平成 29(2017)年度以降、農泊に取り組む地
域に対して、古⺠家等を活⽤した滞在施設の整備や体験・交流プログラムの開発を⽀援す
るなど農泊を推進しています。また、平成 20(2008)年度から、⼦供の農⼭漁村体験の充実
のため、体験プログラムの開発や宿泊施設の整備等を⽀援しているほか、平成 27(2015)
年度からは、都市住⺠の農業への理解を醸成するため、体験農園の取組を⽀援しています。 

 
 

 
 

 
 

和歌⼭県では、平成 30(2018)年度より、移住前の⽣活のイメージ
と移住後の⽣活のミスマッチを防ぐため、地域での「しごと」を体
験しながら、ゲストハウスや農家⺠宿等に滞在し、「くらし」を体験
することができる「わかやましごと・くらし体験」事業を実施し、
関係⼈⼝の創出・拡⼤に取り組んでいます。 

平成 30(2018)年度から令和 2(2020)年度までの間に、県内の 130
を超える事業者から受⼊れの登録があり、参加者は最⼤ 2 泊 3 ⽇の
「起業・就農コース」や最⼤ 5 泊 6 ⽇の「就労コース」を通じて、
製炭業から IT 事業まで様々な業種を体験することができます。 

これまでの参加者のうち、実際に移住したのは 7 ⼈で、その家族
も含めると移住者は計 15 ⼈となります。移住者の中には地域の伝統
産業である紀州備⻑炭の担い⼿となる者や、地域の様々な取組を紹
介するライターとして活動する者等もおり、移住先で多様な活躍を
⾒せています。 

「わかやましごと・くらし体験」事業への参加者は、令和元(2019)
年度の 25 ⼈から、令和 2(2020)年度には 55 ⼈に増加しており、和
歌⼭県は今後更なる関係⼈⼝の創出を⽬指しています。 

((事事例例))  体体験験をを通通じじたた関関係係⼈⼈⼝⼝かからら実実際際のの移移住住へへ((和和歌歌⼭⼭県県)) 

「「わわかかややままししごごとと・・くくららしし体体験験」」
事事業業ののイイメメーージジ  

資料：和歌⼭県 

図表 3-6-2 関係⼈⼝の概念図 

資料：総務省「関係⼈⼝ポータルサイト」を基に農林⽔産省作成 

265

第
3
章



 

((三三⼤⼤都都市市圏圏ににおおけけるる関関係係⼈⼈⼝⼝はは１１千千万万⼈⼈弱弱))  
国⼟交通省の調査によると、令和 2(2020)年

9 ⽉時点で、三⼤都市圏都市部の 18 歳以上の居
住者 4,678 万⼈のうち、18.4％にあたる 861 万
⼈が関係⼈⼝(訪問系）として、⽇常⽣活圏や通
勤圏等ではない特定の地域を訪問している1と
推計されています(図図表表 33--66--33)。また、実際に
訪問はしないものの、ふるさと納税やクラウド
ファンディング、地場産品等の購⼊、オンライ
ンの活⽤等による地域との関わりのある関係⼈
⼝(⾮訪問系）は 123 万⼈いると推計されてお
り、地域との関わり⽅が多様になっていること
がうかがわれます。 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
1 帰省等の地縁・⾎縁的な訪問は除く。 

 
⻑野県飯⽥市

い い だ し
が導⼊しているふるさと納税には、平成 20(2008)

年に開始した「ふるさと飯⽥応援隊」と平成 29(2017)年に開始した
「飯⽥市 20 地区応援隊」の 2 種類の仕組みがあります。「ふるさと
飯⽥応援隊」は納税者が飯⽥市を対象に寄附を⾏い、返礼品として
飯⽥市の特産品が届けられるものです。⼀⽅、「飯⽥市 20 地区応援
隊」は、飯⽥市を構成する 20 地区のうち、応援したい地区を納税
者が選択して寄附を⾏い、その返礼としてお礼の⼿紙のほか、地区
の折々の⾏事等の案内状や写真を受け取るもので、納税者と地区と
の関係づくりを⽬指したものです。 

20 地区の⼀つ、飯⽥市川路
か わ じ

地区では、川路
か わ じ

まちづくり委員会が
20 地区応援隊による寄附⾦を基に、納税者にお礼の⼿紙のほか、運
動会、マルシェ、祭りの開催の案内状や開催時の様⼦の写真、カレ
ンダー等を発送しています。川路地区には平成 30(2018)年度に 3
件・55 万円、令和元(2019)年度には 15 件・24 万円の寄附が集まり
ました。川路まちづくり委員会では、今後も春、秋の年 2 回、⾏事
の案内等の情報発信、ふるさと納税への呼びかけを続けることとし
ています。 

川路地区を含む「飯⽥市 20 地区応援隊」への寄附は、平成
29(2017)年度の 9 件・29 万円から、令和元(2019)年度には 51 件・
215 万円と増加しており、飯⽥市は令和 3(2021)年度以降も制度を
継続する予定です。 

((事事例例))  ふふるるささとと納納税税のの返返礼礼にに⼿⼿紙紙、、写写真真でで情情報報をを発発信信（（⻑⻑野野県県））  

地地区区外外にに住住むむ地地元元出出⾝⾝者者へへのの
情情報報発発信信  

資料：川路まちづくり委員会 

886611万万⼈⼈((1188..44%%))

112233万万⼈⼈((22..66%%))

263万⼈(5.6%)

24万⼈(0.5%)

3,409万⼈
(72.9%)

関関係係⼈⼈⼝⼝((⾮⾮訪訪問問系系))

関関係係⼈⼈⼝⼝((訪訪問問系系))

地縁・⾎縁先の訪問を
主な⽬的として地域を
訪れている⼈

特定の⽣活⾏動や
⽤務を⾏っている⼈

特定の地域と
関わりのない⼈

図表 3-6-3 三⼤都市圏における関係⼈⼝の
割合 

資料：国⼟交通省「地域との関わりについてのアンケート」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 令和2(2020)年9⽉に、三⼤都市圏に居住する7.5万⼈に対
して⾏ったインターネットによるアンケート調査(18歳
以上の男⼥、74,579⼈が有効回答) 

2) 調査対象地域の18歳以上の⼈⼝(4,678万⼈)に基づき、男
⼥⽐率及び年齢構成(4年齢区分)を踏まえて⺟集団拡⼤
推計を実施 

3) 関係⼈⼝(訪問系)は直接寄与型、就労型、参加・交流型、
趣味・消費型の4類型の合計 

266

農村を支える新たな動きや活力の創出第6節



 

((⼦⼦供供のの農農⼭⼭漁漁村村体体験験をを推推進進))  
農林⽔産省を含む関係省庁は、平成 20(2008)年度より、⼦供が農⼭漁村に宿泊し、農林

漁業の体験や⾃然体験活動等を⾏う「⼦ども農⼭漁村交流プロジェクト」を推進していま
す。 

⼦供の教育にとって、農⼭漁村での⽣活体験は、⽣命と⾃然を尊重する精神の育成や環
境保全に対する意識の形成、農林漁業の意義の理解等の効果があるとされています。また、
⼦供を受け⼊れる地域にとっても、地域内外の関係者同⼠の新たなつながりや住⺠の活⼒
の創造等の効果が期待されます。 

 

 
 

((地地元元企企業業のの認認知知度度がが⾼⾼いいほほどど出出⾝⾝市市町町村村へへのの愛愛着着がが⾼⾼くく、、UU タターーンンをを希希望望))  
独⽴⾏政法⼈労働

ろうどう
政策
せいさく

研 究
けんきゅう

・研 修
けんしゅう

機構
き こ う

の調査1によると、出⾝市町村への愛着を持って
いる割合2は、⾼等学校卒業までに地元企業を全く知らなかったとした回答者では 51.1%で
あるのに対し、地元企業をよく知っていたとした回答者では 87.1％と⾼くなっています(図図
表表 33--66--44)。また、出⾝市町村への U ターン希望の割合3についても、⾼等学校卒業までに
地元企業を全く知らなかったとした回答者では 32.5%であるのに対し、地元企業をよく知
っていたとした回答者では 63.8％と⾼くなっています。このように、⾼校時代までの地元
企業への認知度が、出⾝地への愛着につながり、U ターン希望を喚起する可能性がうかが
えます。 

 
1 独⽴⾏政法⼈労働政策研究・研修機構「地⽅における雇⽤創出―⼈材環流の可能性を探る―」（平成29(2017)年3 ⽉公表） 
2 「強い愛着あり」「少し愛着あり」と回答した割合の合計 
3 「戻りたい」「やや戻りたい」と回答した割合の合計 

((ココララムム))  ⼩⼩学学⽣⽣向向けけにに農農業業ににつついいてて紹紹介介ししたた教教材材をを配配布布 
 
ＪＡバンクでは、平成 20(2008)年度より、⼩学校⾼学年向け

に⽶や野菜等の⽣育過程や我が国の農業の概要等を紹介した教
材本「農業とわたしたちのくらし」を作成し、全国 2 万校に 130
万部を配布しています。 

⼩学校における総合的な学習の時間等の補助教材として利⽤
されており、児童の農業や⾃然環境等に対する理解を醸成し、農
業に関⼼を持つ次世代の育成に寄与しています。 

実際に、児童からも、「これからの農業は後継ぎ不⾜でどうな
るかわからないけど、今⾃分たちがご飯を⾷べられるありがたさ
を習い、そのことを活かすことができたらいいなあと思いまし
た。」といった声が聞かれています。 

教教材材本本「「農農業業ととわわたたししたたちちののくくららしし」」
資料：ＪＡバンク 
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ウウ  多多様様なな⼈⼈材材のの活活躍躍にによよるる地地域域課課題題のの解解決決  
((地地域域おおここしし協協⼒⼒隊隊員員がが全全国国でで活活躍躍))  

平成 21(2009)年度に総務省が開始した「地域おこし協⼒隊」の取組により、都市部から
住⺠票を移した地域おこし協⼒隊員(以下「隊員」という。)の定住・定着を図る取組が進
められています。 

隊員は、地⽅公共団体から委嘱され、地場
産品の開発・販売や農林⽔産業の⽀援等の「地
域協⼒活動」に従事することで、地域に定住
するための準備等を⾏うことができます。隊
員の地域協⼒活動を通して、受⼊地域や地⽅
公共団体は、斬新な発想や新たな技術を持っ
た⼈材を活⽤することができるようになりま
す。令和 2(2020)年度末時点で、全国 1,065
の地⽅公共団体で 5,556 ⼈の隊員が受け⼊れ
られています。 

令和元(2019)年度末までに任期を終了し
た隊員の数は延べ 6,525 ⼈となっており、こ
のうち 20 代が 30.7％、30 代が 39.8％を占め
ています(図図表表 33--66--55)。また、任期を終了し
た隊員の半分に当たる 3,310 ⼈は受⼊地域と
同⼀市町村内に定住し、古⺠家カフェの起業
や地域づくり・まちづくり⽀援業への就業、
農業法⼈への就職等を通じて引き続き地域で
活躍しています(図図表表 33--66--66)。 

図表 3-6-4 ⾼等学校卒業までの地元企業認知度と出⾝地への愛着・U ターン希望 

資料：独⽴⾏政法⼈労働政策研究・研修機構「地⽅における雇⽤創出 ―⼈材還流の可能性を探る―」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 平成 28(2016)年 1 ⽉実施のインターネットを⽤いたアンケート調査 

2) 対象は三⼤都市圏以外の地⽅圏の出⾝で、出⾝道県以外に居住し、就業している 25〜39 歳の男⼥ 2,027 ⼈ 

（出⾝市町村への愛着） （出⾝市町村への U ターン希望） 

21.6

28.9

37.5

60.6

29.5

43.9

48.6

26.5

17.9

21.4

10.3

7.7

31.0

5.8

3.7

5.2

全く知らなかった

あまり知らなかった

少し知っていた

よく知っていた

0 20 40 60 80 100

強い愛着あり

少し愛着あり

あまり愛着なし

全く愛着なし

%

8877..11

5511..11

8866..11

7722..88

12.0

12.4

16.0

27.7

20.5

31.3

36.3

36.1

23.9

36.5

32.8

20.0

43.6

19.9

15.0

16.1

全く知らなかった

あまり知らなかった

少し知っていた

よく知っていた

0 20 40 60 80 100

戻りたい

やや戻りたい

あまり戻りたくない

戻りたくない

%

6633..88

3322..55

5522..33

4433..77

⾼等学校卒業までに地元企業を
よく知っていた

⾼等学校卒業までに地元企業を
よく知っていた

図表 3-6-5 任期を終了した地域おこし協⼒
隊員の年齢 

資料：総務省「令和 2 年度地域おこし協⼒隊の定住状況等に係る調
査結果」を基に農林⽔産省作成 

注：令和元(2019)年度末までに任期終了した地域おこし協⼒隊員
6,525 ⼈に⾏ったアンケート調査 

6⼈
(0.1%)

2,001⼈
(30.7%)

2,598⼈
(39.8%)

1,363⼈
(20.9%)

428⼈
(6.6%)129⼈

(2.0%)

20代

30代

50代
60代以上 10代

40代

(計6,525⼈)
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((22))  農農村村のの魅魅⼒⼒のの発発信信  
  ((棚棚⽥⽥地地域域振振興興法法にに基基づづくく棚棚⽥⽥地地域域のの振振興興をを推推進進))    

棚⽥は、農産物の供給にとどまらず、国⼟の保全、⽔源の涵養
かんよう

、⾃然環境の保全、良好
な景観の形成、⽂化の伝承等の多⾯的機能を有しています。しかし、地形的条件の厳しさ
のため、その保全には多⼤なコストが必要であり、地域の⾼齢化等が進展する中、荒廃の
危機に直⾯している棚⽥も⾒られます。 

このような背景の下、令和元(2019)年８⽉、棚⽥地域振興法が施⾏され、市町村や都道
府県、農業者、地域住⺠等の多様な主体が参画する地域協議会による棚⽥を核とした地域
振興の取組を、関係府省庁横断で総合的に⽀援する枠組みが構築されました。 

令和２(2020)年度には、同法に基づき累計 629 地域を指定棚⽥地域に指定するとともに、
指定棚⽥地域において地域協議会が作成した累計 102 計画の指定棚⽥地域振興活動計画を
認定しました。認定された活動計画に基づき地域協議会が⾏う棚⽥の保全と地域振興の取
組を、関係府省庁で連携して⽀援しています。 

 
((棚棚⽥⽥カカーードドのの作作成成等等をを通通じじたた棚棚⽥⽥のの魅魅⼒⼒をを発発信信))  

農林⽔産省では、棚⽥地域を盛り上げ、棚⽥保全の取組の⼀助となるよう、都道府県に
呼びかけ、平成 30(2018)年度に棚⽥カードプロジェクトチームを⽴ち上げました。本チー
ムでは、「棚⽥に恋」をキャッチコピーに、棚⽥に関⼼を持ってもらい棚⽥を訪れるきっか
けになるよう棚⽥カードを作成しており、令和 2(2020)年 7 ⽉には第 2 弾となる棚⽥カー
ドの配布を開始するなど、108 地区の棚⽥が参加する取組となっています。また、令和
2(2020)年度には、「棚⽥コン」と表して佐賀県⽞ 海 町

げんかいちょう
の浜野浦

は ま の う ら
の棚⽥を舞台としたオン

ライン婚活イベントを開催したほか、「棚⽥で輝くおばあちゃん」を「棚⽥ばあ」としてス
ポットライトを当てた作⽂・フォトコンテストを開催しました。 

 

図表 3-6-6 任期終了後に同⼀市町村内に定住した地域おこし協⼒隊員の進路 

資料：総務省「令和 2 年度地域おこし協⼒隊の定住状況等に係る調査結果」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和元(2019)年度末までに任期終了した地域おこし協⼒隊員 6,525 ⼈に⾏ったアンケート調査 

2) 活動地と同⼀市町村内に定住した隊員 3,310 ⼈の結果 
3)「就業」のうち農林漁業関係は「就農・就林等」に含めた。また、事業承継は「その他」に含めた。 

⼈数（⼈） 例

起業
1,274

（38.5％）
飲⾷サービス業(古⺠家カフェ等) 207⼈
宿泊業(ゲストハウス等) 143⼈ 等

就業(農林
漁業除く)

1,247
（37.7％）

⾏政関係(⾃治体職員等) 349⼈
地域づくり・まちづくり⽀援業 102⼈ 等

就農・就林
等

530
（16.0％） 農業法⼈、森林組合等 117⼈ 等

その他
192

（5.8％）

不明
67

（2.0％）

1,274⼈
(38.5%)

1,247⼈
(37.7%)

530⼈
(16.0%)

192⼈
(5.8%)

67⼈
(2.0%)

就業
(農林漁業除く)

就農・就林等
その他 不明

(計3,310⼈)

起業
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((33))  多多⾯⾯的的機機能能にに関関すするる国国⺠⺠のの理理解解のの促促進進等等  
((⽇⽇本本農農業業遺遺産産、、世世界界かかんんががいい施施設設遺遺産産のの認認定定がが増増加加))  

世界農業遺産は、社会や環境に適応しながら何世代にもわたり継承されてきた独⾃性の
ある伝統的な農林⽔産業システムを FAO(国際連合⾷糧農業機関)が認定する制度であり、
令和 2(2020）年度末時点で、我が国では 11 地域が認定されています。 

⽇本農業遺産は、我が国において重要かつ伝統的な農林⽔産業を営む地域を農林⽔産⼤
⾂が認定する制度であり、令和 2(2020)年度には新たに 7 地域が認定され、認定地域は 22
地域となりました(図図表表 33--66--77)。 

また、世界かんがい施設遺産は、歴史的・社会的・技術的価値を有し、かんがい農業の
画期的な発展や⾷料増産に貢献してきたかんがい施設を ICID(国際かんがい排⽔委員会)
が認定する制度で、令和 2(2020)年度には我
が国で新たに３施設が認定され、認定施設は
42 施設となりました。 

認定された農業遺産や世界かんがい施設遺
産を将来にわたって継承していくため、各認
定地域や認定施設では、認定を契機として、
観光客の誘致活動や教育活動、農産物のブラ
ンド化等が⾏われています。 

農林⽔産省では、農業遺産認定地域におけ
る取組の効果をより⼤きくするため、令和
2(2020)年度にプロモーション動画を作成し、
⾸都圏の電⾞内や全国４駅の構内において紹
介したほか、11 ⽉には⺠間事業者が開催する
オンラインイベントに出展を⾏うなど、制度
に対する国⺠の理解と認知度の向上に取り組
んでいます。 

 
 

（（多多⾯⾯的的機機能能のの普普及及・・啓啓発発とと調調査査研研究究のの推推進進））  
農業が有する国⼟保全・⽔源涵養・景観保全等の多⾯的機能について国⺠の理解を促進

するため、これらの機能を分かりやすく解説したパンフレットを作成し、令和 2(2020）年
度は、学校や地⽅⾃治体等に約２万 8 千部配布し普及・啓発に取り組んでいます。また、
平成 13(2001)年 11 ⽉の⽇本学術会議の答申によれば、多⾯的機能には機能回復リハビリ
テーションの機能もあることから、令和 3(2021)年 3 ⽉に農業者と⾮農業者の後期⾼齢者
の医療費について試⾏的な調査を実施したところ、農業者は⾮農業者に⽐べて医療費が 1
⼈当たり年間 8.6 万円少ないことが分かりました(図図表表 33--66--88)。 
 

図表 3-6-7 令和 2(2020)年度に新たに認定
された⽇本農業遺産、世界かん
がい施設遺産 

資料：農林⽔産省作成 

①富⼭県氷⾒地域

②兵庫県
丹波篠⼭地域

③兵庫県南あわじ地域

④和歌⼭県⾼野・
花園・清⽔地域

⑤和歌⼭県有⽥地域

⑥宮崎県⽇南市

⑦宮崎県⽥野・
清武地域

⑧天狗岩⽤⽔

⑨備前渠⽤⽔路

⑩常⻄合⼝⽤⽔

-- ⽇⽇本本農農業業遺遺産産
-- 世世界界かかんんががいい施施設設遺遺産産
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((「「デディィススカカババーー農農⼭⼭漁漁村村のの宝宝」」にに 2288 地地区区とと 44 ⼈⼈をを選選定定))  
農林⽔産省と内閣官房は、平成 26(2014)年度から、農⼭漁村の有するポテンシャルを引

き出すことで地域の活性化や所得向上に取り組んでいる優良な事例を「ディスカバー
農⼭漁村

む ら
の宝」として選定し、農村への国⺠の理解の促進や優良事例の横展開等に取り組

んでいます。第 7 回⽬となる令和２(2020)年度は全国の 28 地区と 4 ⼈を選定しました(図図
表表 33--66--99)。選定を機に更なる地域の活性化や所得向上が期待されます。 

 

 

図表 3-6-9 ディスカバー農⼭漁村の宝第 7 回選定結果 

資料：農林⽔産省作成 

「コミュニティ部⾨」選定地域 「ビジネス部⾨」選定地域 「個⼈部⾨」選定者

北海道美幌⾼等学校
No.03 北海道 美幌町

網⾛ビール株式会社
No.02 北海道 網⾛市

株式会社ウッドスタイル
No.25 島根県 松江市

会津よつば農業協同組合
猪苗代稲作部会

No.08 福島県 猪苗代町

有限会社マルセンファーム
No.07 宮城県 ⼤崎市

⼗⽯堀維持管理協議会
No.09 茨城県 北茨城市

はやぶさ未来クラブ
No.10 ⼭梨県 ⼭梨市

伊⾖市⾷⾁加⼯センター
「イズシカ問屋」

No.11 静岡県 伊⾖市

⼩原ECOプロジェクト
No.16 福井県 勝⼭市

あがの衆
No.13 新潟県 阿賀野市

ニシオサプライズ株式会社
No.22 京都府 南丹市

岐⾩県⽴岐⾩農林⾼等学校
流通科学科

No.17 岐⾩県 北⽅町

桑名もち⼩⻨協議会
No.19 三重県 桑名市

⼤和平野⼟地改良区
No.21 奈良県 橿原市

株式会社秋川牧園と飼料
⽤⽶⽣産者グループ

No.26 ⼭⼝県⼭⼝市

GOTTSO 阿波
No.27 徳島県阿波市

株式会社いとしのいとしま
No.30 福岡県 ⽷島市

髙橋 幸照
No.20 三重県 多気町

郷⼟の家庭料理ひまわり亭
No.31 熊本県 ⼈吉市

しろう農園株式会社
No.32 沖縄県 宮古島市

笠間 令⼦
No.15 ⽯川県 内灘町

⼩柳 繁
No.12 新潟県 新発⽥市

⽯垣 ⼀⼦
No.06 秋⽥県 ⼤館市

No.01 北海道 中標津町
けねべつ地域⼦育て⽀援
ネットワーク

No.05 秋⽥県 三種町

榎前環境保全会
No.18 愛知県 安城市

福良漁業協同組合
No.23 兵庫県 南あわじ市

愛媛県⽴⼟居⾼等学校
情報科学部

No.29 愛媛県 四国中央市

⽊沢林業研究会
No.28 徳島県 那賀町

三種町森岳じゅんさいの
⾥活性化協議会

観光農園アグリの⾥おいらせ
No.04 ⻘森県 おいらせ町

北 海 道

東 北
関 東

北 陸

近 畿 東 海中 国

四 国

九州・沖縄

裳掛地区コミュニティ協議会
No.24 岡⼭県 瀬⼾内市

【 若者の活躍】

【 ⼥性の活躍 】
【環境保全】

【６次化 】

【 雇⽤・GAP 】

【 輸出・６次化 】

【 輸出・６次化 】

【 環境保全 】

【 ⼈材育成・農福連携・６次化】

【 ⿃獣害対策・ジビエ】

【 農泊・環境保全 】

【 環境保全・⾷育教育】

【６次化 】

【 若者の活躍・GAP 】

【 環境保全・⾼齢者の活躍】

【 新しい産地づくり 】

【 農福連携 】

【 農泊・環境保全】

【６次化 】

【 環境保全・輸出 】

【 新しい産地づくり・⿃獣害対策】

【６次化 】

【 若者の活躍 】

【 農産物のブランド化】

【 農泊・伝統継承】

【農泊】

【６次化】

【 地域づくり 】

【 環境保全】

【 農泊・農村⽂化体験 】

【 農福連携・６次化】

【環境保全・移住定住】

⼩菅沼・ヤギの杜
No.14 富⼭県 ⿂津市

03
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08
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181922
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65.7
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80

⾮農業者 農業者

万円
ー8.6万円

図表 3-6-8 農業者と⾮農業者の後期⾼齢者
の 1 ⼈当たり年間医療費 

資料：農林⽔産省作成 
注：茨城県城⾥町における後期⾼齢者(75 歳以上）を対象とした

調査 
 

多多⾯⾯的的機機能能をを解解説説ししたたパパンンフフレレッットト  
資料：農林⽔産省 
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((44))  関関係係府府省省でで連連携携ししたた仕仕組組みみづづくくりり  
((農農⼭⼭漁漁村村地地域域づづくくりりホホッットトラライインンをを開開設設))  

農林⽔産省は、令和 2(2020)年 12 ⽉に、農⼭漁村の現場で地域づくりに取り組む団体や
市町村等を対象に相談を受け付け、取組を後押しするための窓⼝「農⼭漁村地域づくりホ
ットライン」を開設しました。 

「農⼭漁村地域づくりホットライン」は、⾷料・農業・農村基本計画に基づく「しごと」、
「くらし」、「活⼒」の三つの柱からなる農村振興を推進する仕組みの⼀つとして、地域の
実態や要望を直接把握し、関係府省とも連携して課題の解決に取り組んでいます。 
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